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1. はじめに
外国人労働者の受け入れをどうするかは，日本経済の直面する最も今日的課
題であり，難題といえよう。そのため，さまざまな観点からさまざまな論議が
たたかわされている％ けれども，労働の国際移動は基本的には経済的動機に
よるものであり，その実証面のアプローチとして経済学的分析がとりわけ有効
であることはいうまでもない。
しかしながら，労働の国際移動の経済学的分析については，次の点が注意さ
れなければならない。現代の世界においては労働市場を 100パーセント開放し
1)小論は1988年10月15日に同志社大学における国際経済学会で報告したものを大幅に書
き改めたものである。その際， コメンテーターをお引き受けいただき，実に詳細に内
容に立ち入ったご質問とご教示をいただき，その後の私信でもさらに多くのご教示を
いただいた神戸大学の植松忠博教授にたいして心からのお礼を申しあげたい。また，
関西大学の小田正雄教授よりも種々のご教示をいただいたことに対しても厚くお礼申
し上げたい。ただ，小論において両教授の多くのご教示が必ずしも生かされなかった
点を申し訳なく思うとともに，言うまでもないことであるが，ありうべき誤謬はすべ
て筆者の責任であることも明らかにしておきたい。
なお，上記の学会報告では「労働市場開放の経済分析」という題名であったが，より
内容に適切であると考えて，題名を変更したことも断っておきたい。
2)例えば，石川好，「ヒトの開国か， ヒトの鎖国か」パンリサーチ出版局，1988年，西尾
幹二，『戦略的鎖国論」講談社， 1988年，大沼保昭，『倭国と極東のあいだ」中央公論
社， 1988年，その他，小池和夫，手塚和彰，桑原靖夫等の雑誌論文を参照。それらは
多分に国際政治的，社会的，人権的，文化論的等の広範な見地から論議されている。
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ている国はないが，それにもかかわらず，労働者の国際移動が頻発しているこ
とである。つまり，不法就労者(illegalimmigrants)としての外国人労働者が増
大していることである。アメリカでは数百万人を超えるヒスパニック系労働者
やその家族が不法潜入しているといわれている。西ドイツ等の西ヨーロッパ諸
国も石油ショック後は帰国奨励政策をとっているが，近隣諸国からの不法就労
者はそれほど減っていない。そして，最近の日本も外国人単純労働者に対して
は厳しい禁止措置をとっているが，アジア諸国からの不法就労者があとを絶た
ない。これらのことは周知の事実であろう。
従来の国際経済学においては，労働は資本と同様に単なる生産要素として取
り扱われてきた。国際労働移動理論は国際資本移動理論をそのまま適用したも
のが多い3)。 しかし，資本移動と労働移動とは基本的に異なる側面がある。そ
れは労働の場合は，サービス所有者の移動とサービスそのものの移動とがその
性格上分離不可能なことである。そのため，多くの国では労働の受け入れを認
めていないにかかわらず，人の出入が頻繁になっているためにしばしば不法就
労が発生する。一般的にいって，いかなる政府規制にも多少とも抜け道による
不法行為が存在するが，とりわけ労働の国際移動の場合はそれは避けられない
のである。
このような理由から， Ethier(1986)は外国人労働者の不法就労者を陽表的に
取り入れた均衡モデルを作成し，それを用いて， 国境規制（不法就労者自体に国
境潜入時点でペナルティを課す政策）と国内規制（不法就労者の国内雇用者にペナルテ
ィを課す政策）の 2種の規制政策について考察した。それは Becker(1968)の
犯罪の経済理論より某本的な示唆をえたものである。その後， Djajic,(1987) 
Bond-Chen (1987)など， Ethierの系統の国際労働移動理論もいくつか出現し
3) Ruffin (1984)参照。そこでは国際資本移動の MacDougall-Kempモデル (1財モ
デル）の国際労働移動への適用が紹介されるが，他に， Rybcyznskiモデル (2財モ
デル）の適用も見られる。後者については， 森田祖）『国際間移動の労働J昭和盤，
1982年（第 1章）参照。
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ている。
小論は外国人労働者の規制政策の目をくぐって潜入する不法就労者を内在化
させたモデルである点において， Ethierの系統に属するものである。けれど
も，それらの理論の煩瑣に過ぎる点を大幅に簡単化するとともに，現在の日本
の外国人労働者の状態を考慮して，次の事項を仮定している。第1に，外国人
労働者に対する政府の規制政策は，国境規制と国内規制を区別せずに，単に不
法就労者を摘発する出入国管理のスクッフの増減という方式をとる。不法就労
者やその雇用者にペナルティを課す方法をとらない。第2に，日本で論議の対
象となっているのはいわゆる外国人単純労働者の場合であるから，外国人労働
者を熟練労働と未熟練労働とに分けず，そして，熟練労働者，あるいは専門・技
能的労働者を対象としない。第 3に，日本では移民型より出稼ぎ型の外国人労
働者が一般的と考えられるから，その受け取る賃金のなかから出身国への送金
が多少ともなされるものとする。
以下の計画は次の通りである。次の第2節では，外国人労働者に対する規制
と，その目をくぐって潜入する不法就労者を取り入れた極めて簡単なモデルを
作成して，各規制支出に対応する不法就労者の入国実現量の均衡値を求める。第
3節では，それらの入国実現量の均衡値のなかで受入国の社会的厚生を最大に
する最適値を求める。ぞして最後の第4節では，このような入国実現量の最適
値が不法就労者による場合と一定の許可枠の合法的就労者の場合とについて，
受入国の利益という観点から比較することにする。
2. 基本的モデル
外国人労働者の受入国だけの 1国モデルを考えよう。モデルの基本的な前提
は，受入国政府はすべての外国人労働者に対して原則禁止の入国規制をおこな
っているが， その規制の目をくぐって多少とも外国人労働者が流入してくる
ことである。つまり，受入国の入国規制は不完全で，受入国における外国人労
働者はすべて不法就労者ということである。そこで，政府と外国人労働者の行
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動とについて，次のような仮定をしよう。
すなわち，政府の外国人労働者に対する入国規制政策は規制支出の大きさに
よって表され，その効果は逓減するものと考える。そして，これを外国人労働
者の入国確率o、国実現量／入国希望彙）が規制支出の凹状の減少関数であると仮
定する一Ethierの仮定一4)。これを入国確率関数 (entryprobability function) 
とかりに名づけよう。 (1)式はそれを示す。
(1) ll==M!N=II(E), II'(E)<O, II"(E)>O, O~II~l 
Eは規制支出， Nは入国希望量， Mは入国実現量，そしてnは入国確率， っ
まり規制の目をくぐって受入国で就業できる確率である。 Eは外生変数でさし
ずめ所与としよう。
この入国確率関数を用いて，受入国における不法就労者市場をモデル化し
よう。先ず，不法就労者の供給関数は入国希望量と入国確率の積と考える。そ
して，入国希望量は受入国の賃金率と出身国賃金率との格差の関数とし，内外
の賃金率格差が拡大すると，入国希望量は増加するが，増加の度合い内外の賃
金率格差の拡大につれて逓減すると仮定する 5)。(2)式はこのような不法就労者
の供給関数を示す。
(2) M=II(E)・N(W-W), N(W―防>O,N°(W—而<o
Wは受入国の賃金率，訂は流出国の賃金率である。 7は外生変数で所与であ
る。
次に，不法就労を含めた受入国全体の労働需要関数は，通常の限界生産力説
に従うものとして， X=F(冗l+W)の形の一般的な生産関数において， 労
働の限界生産力逓減を仮定し， (3)式のように示す。 Xは物理的生産量である。
(3) WC研）=F'(L+W)P, W'(い）<o, w・cw)>o 
4)この仮定は Ethier(1986)による。ただし， Ethierでは逮捕確率として表してい
る。それは 1一入国確率にあたる。 Bond-Chen(1987)も同じといえる。なお，入国
確率については， Harris-Todaro(1970)も類似の考え方をしている。
5)この仮定は Djajic(1987)による。ただし， Djajicにおいては入職確率冗が規制支
出の関数でない点が異なる。
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間は不法就労者の需要量， Lは国内労働者の需要量， Pは国内の物価水準で
ある。 L,Pは外生変数で所与である。
受入国における不法就労者市場の需給の均衡条件は(4)式である。
(4) M=M* 
なお，受入国の国内労働の需要量と供給量は同一となるようにされているか
ら， (4)式が満たされるならば不法就労者を含む全体の労働需給も均衡している
はずである。 (4)式は国内全体の労働市場の均衡条件でもある。したがって賃金
率は国内労働者，不法就労者とも同一である。
(1) (2) (3) (4)の4つの方程式の体系からなるこのモデルは，方程式数は 5
つ〔(1)は2式に分けられる〕， 未知数も N,M, M*, I, W の 5つであるか
ら，通常は解くことができる。ちなみに (1)(2) (3) (4)の各式より，
(5) M=II(E)・N{W(M)一WJ=M(E) 
であるから， M は Eの関数であり， M を Eで微分して，
M'(E) = II'(E)・N(W) 1 -I (E)・N c--・, --
が得られる。 II'(E)<O,N'(W)>O, W'(M)<Oであるから， M'(E)<Oとな
り（ただし， 2次微分商の正負は不明）， M は Eの単調減少関数であることが判明
する。第 1図は(5)式を描いたものである。これより，均衡解は一意的であるこ
E 
Em 
E,1―-----c----------i Mm ?
M, M 
第 1図
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とは明らかであろう。このように，所与の規制支出に対してそれぞれ唯一の不
法就労者の入国実現量の均衡値が対応し，規制支出が増大するにつれて不法就
労者の入国実現量がつねに減少することが判明するのである。
3. 最適入国実現量。最適規制支出
前節で各規制支出の水準に対してそれぞれの入国実現量の水準が対応してい
ることが判明したが， 次に， そのなかで外国人労働者の就労によって生じる
受入国の社会的厚生を最大にする規制支出と入国実現量を求めてみよう。つま
り，第 1図のM(E)曲線上で受入国にとって最も有利な 1点を求めるのである。
そのために，受入国の社会的厚生とは，受入国の総所得から外国人労働者の
受け入れのために生じる種々のコストを差し引いたものと定義しよう。なお，
簡単化のために受入国は外国人労働者の所得に対して課税をしていないと仮定
する。
受入国の総所得は資本所得と労働所得の2つの部分に分けられる。まず，資
本所得であるが，前記の生産関数において資本量は所与とされているので，資
本所得も一定としよう。労働所得は賃金率と労働量との積であるが，前記の(3)
式より労働の限界生産力の逓減が仮定されているので，右上りの凸状の曲線を
描くとしよう。ただし，労働所得からは出身国への送金分は差し引かれなけれ
ばならない。
次にコストであるが，これも 2つの部分に分けられる。最初に想定したよう
に，外国人労働者はすぺて不法就労者であって， (5)式に示されるように入国実
現量は規制支出と一定の一義的関係にある。ということは，規制支出は外国人
労働者の入国にともなって生じる支出であるから 1つのコストと考えられ，
これを規制のコストといおう。それは M(E)の逆関数と考えればよい。もう
1つのコストは，外国人労働者による自国労働者の失業増加を含めたさまざま
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な外部不経済の増加である 6)。それを開放のコストといおう。
これらの所得からコストを差引いた受入国の社会的厚生は(6)式に表される。
(6) Q(M)=Y(M)-E(M)-C(M) 
y疇+W(L)L+ (1-e) W(M) M, 
o<e<l, E'(M)く0,C'(M)>O, C"(M)>゜
9は受入因の社会的厚生， Rは資本所得， W(L)Lは国内労働者による労働
所得， 'W(M)Mは外国人労働者による労働所得， eはその出身国への送金率，
Eは規制のコスト（規制支出），そして， Cは開放のコストである。
(6)をM に関して微分すれば 9の最大値が求められる叫 Q'(M)>O,
Y E+C 
Y(e= 0) 
Y(e= 1) 
E+c 
I 
／ 
I 
I i'\"'三//~
,': : / 
- - - - - - - - - ....;,-- _..,_ -~..... .J - - - -―屁
： ヽ I 1/ '-. I パ
Ep~------------------:-r ------—ゞ＇
Eo --------.-ー’一・--~--_,,,_了;-~----: // I I 、
I・/ I I ヽ E
I / I 
I .._ 
I -. 
V '?
L MpMo 
第 2図
Mm L+M 
6)外国人労働者居住地の衛生，環境，治安等の悪化が普通は指摘されている。しかし，
それらは外国人働労者届住地特有というよりも，内外人とも貧困者居住地特有の外部
不経済というべきであろう。
7) (5)式における M"(E)の符号は， E"(M) の符号は正負不明であるため不明である
が，最大値を求めるのに必要ではない。なぜなら，最大値は必ず E+D曲線が右上
り，厳密には E'(M)+C'(M);;;,;の範囲に存在するからである。
59 
578 闊西大學「純消論集」第38巻第5号 (1989年1月）
炉 CM)<oより最大値は唯一である。そして，最大条件は，
(1-e)(W'M+ W) =E'(M) +C'(M) 
である。最大値は図に描くと両曲線の勾配の一致点として容易に示される。第
2図はこのような最大値を， eの値の 2つの臨界的な場合について図示したも
のである。 e=Oの場合の 9を最大にする Mの値は M。で，それは規制支出E
が E。の場合である。 e=lの場合の 9を最大にする Mの値は Mpで，それ
は規制支出が Epの場合である。 M。,Mpはそれぞれこれらの臨界的な場合の
最適入国実現量である。それに対応する E。,Epは同じくそれらの場合の最適
規制支出である。 eが増加するにつれて， 最適入国実現量は M。から Mpに，
最適規制支出は E。から Epにそれぞれ変化するであろう。したがって，最適
入国実現量，最適規制支出をそれぞれ， M。比で表せば，
. M, ぷMぷ M。, Ep;e; 塁 E。
となる。 W(M) 関数において労働の限界生産力逓減の程度が大きいほど，
M。が島は接近し上記の最適入国実現量の変化する範囲は狭められる。最適
規制支出についても同様である。
なお， M,が最大入国実現量Mmより小さいとは必ずしもいえない。もし，
MべMmであれば， その場合は最適入国実現量は Mmとなり，最適規制支出
は0となる。すなわち，完全開放状態が最適状態である。
これらの結果は，受入国の社会的厚生を最大にするプラスの外国人労働者の
入国実現量や，それに対応する規制支出の最適値が存在することを示す。それ
らの最適値はいうまでもなく，不法就労者のそれであった。規制のコストが存
在する限り，不法就労者を完全に排除することは受入国にとって有利ではない
のである。
これらの最適値はオペレーショナルな概念ではないといわれるかもしれな
い。しかし，現代の外国人労働者は出稼ぎ目的の単身者が多いと考えられるの
で，出身国への送金率がある程度は存在することは予想されよう。そのうえ，
受入国の賃金率は外国人労働者の雇用増加につれて逓減するであろう。これら
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の点を考慮に入れると，近似的に， M,=Mp, となり，最適値は総コスト曲
線が最低となるところで達成されるといえるのではないか。それは規制コスト
の低下を開放のコストの増加でちょうど相殺するような点であって，両コスト
ともある程度は測定することが可能とすれば，最適値はこのようなかたちで求
めることができるであろう B)。
4. 合法的就労者による場合との比較
前々節および前節は，入国禁止の法の目をくぐって潜入する不法就労者を対
象としたものであった。そこで求められた入国実現量や最適入国実現量，さら
にそれらに対応する規制支出もすべて不法就労者のそれであった。 しかし，
労働許可制や雇用許可制のような一定量の入国枠による外国人労働者の認可認
可制度は存在する9)。 それは合法的な入国実現量といえるであろう。最後に，
このような合法的就労者を想定することにしよう。そして，前節で求めた外国
人労働者最適人国実現量が，不法就労者による場合と労働許可制のような形の
合法的就労者による場合とについて，受入国にとってどちらが有利かどうか比
較を試みよう。
合法的就労者による場合は，基本的モデルはどう変更されなければならない
か。合法的就労者の場合でも，合法的就労者以外の入国希望者を取り締まるた
めの規制政策は必要で， しかもそれらの入国希望者を完全に排除するような規
制がおこなわれなければならない。立ち入っていうと，いままでは規制の目をく
ぐって例えばXパーセントの不法就労を生じさせる不完全な規制であったが，
いまや Xパーセントの就労を許可し， 1-xパーセントの就労を排除するため
の完全な規制が必要となる。したがって，一定の入国許可枠による合法的就労
8)規制のコストは主として出入国管理関係の費用であろう。他方，開放のコストの大き
な部分は社会保障費と一部分は教育費であろう。
9)これらの制度については，労働省職業安定局編「今後における外国人労働者受入れの
方向」労働行政研究所， 1988年，および「昭和63年版 海外労慟白書」参照。
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者（あるいはその入国希望量に対する比率）と，それ以外の入国希望者を排除するた
の規制支出との間には，入国確率関数(1)式と類似の減少関数が成立すめるはず
である。入国許可枠が大きくなるほど，その許可枠を超えて入国しようとする
者は減少し，規制支出も少なくてすむと考えられるからである。
けれども，その場合の入国確率関数は(1)と全く同じではなく，枠外の入国希
望者に対する規制が完全規制であることから， (1)のおける完全規制のときの規
制支出が枠外の入国希望者数に比例して適用されなければならない。すなわち，
枠外の入国希望量がNmのときの完全規制支出がEmであれば， kNmのとき
には kEmでなければならない。 (7)式はそれを示し， それは第 3図に描かれて
いるように，許可枠の増加につれて完全規制支出が一定率の勾配で減少する直
線である。
(7) M=c(E)Nm 
Mは許可枠， 品最大入国希望量である。
同様に，不法就労者によってもこの許可枠と同じ人数が潜入するものと仮定
すれば，それと規制支出との関係は， (1)式の入国確率を Nmを用いて入国量に
変えればよいから，
(1') M=II(E)Nm 
E 
Em 
。
M 
第 3図
Nm 
N 
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である。 (1)式より II'(E)<O,II"(E)>Oであることから， (1')式は第 3図に
描かれているように，原点に対して凸状の右下がりの曲線である。そして，両
端点をNm,Em除いて(1')式は(7)式のつねに下方に位置していることも明らか
である。したがって， 任意の M の値に対応する両曲線上の Eの値を， それ
ぞれ， Ea,品とすると，
Ea~ 品 ただし O<Ea,or品<Em
である。すなわち，同じ入国実現量についてみると， (7)式による方が (1')式に
よるよりも規制支出が大きいのである。
通常，外国人労働者を合法的労働者として認めることは，社会保障費や教育
費等のフリンジ・ベネフィットに当たる政府支出の増加を生じさせるといわ
れいてる。ここでは，それらの問題は無視している。もちろん，国内労働者と
外国人労働者の賃金が同一であることは成立している。けれども，入国規制支
出だけについてみて，一定数の外国人労働者を導入する場合，規制の目をくぐ
って潜入する不法就労者として黙認する形をとる方が，合法的就労者として入
国枠を決めて導入するよりも規制支出が少なくて済むことが判明した。 この
ように，不法就労者として黙認する方が，合法的就労者として公認するよりも
受入国にとって有利な方法といえるのである10)。
5. むすび
小論は外国人労働者に対する規制によって生じる不法就労者を対象とする簡
単なモデルを提起して，その方程式体系の均衡状態を示したほか， 2つの政策
的結論を導いた。それは，受入国の社会的厚生を最大にする一定の外国人労働
者のプラスの入国量が存在することと，それを不法就労者によって実現する方
が一定の入国枠による合法的就労者によって実現するよりも受入国にとって有
10)こうした理由から，現行の日本のように外国人労働者， とりわけ単純労働者の就労を
原則として禁止し， しかも現実に彼等が多数働いているのを黙認しているかのごとき
状態は，安上がりな導入政策ともいえるものであろう。
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利なこととであった。これらの結果は，外国人単純労動者に対しても，何らか
の方法で労働市場の開放をおこなうことが望まれるべき 1つの根拠を提供する
ものである。
このモデルは基本的には不法就労者を対象とするモデルであるが，不法にせ
ょ，合法にせよ，一定数の外国人労働者が入国するのであれば，その結果自体
は全く無差別に取り扱われた。そのため，ここで示されたように，法的に不正
であるにもかかわらず経済的に最適という状態が出現したのである。けれど
も，法に違反していることがこれら外国人労働者に対してさまざまな不利益を
与えていることや，受入国にさまざまな問題を引き起こしていることも否定で
きないであろう。ここに，労働の国際移動といった問題にとっては，経済学的
分析の限界が存在することを付言しておきたい。
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